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〔論　文〕
中国による自国衛星の破壊と宇宙条約
松　　掛　　　　　暢
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Ⅰ　はじめに
　中国は自国の衛星を爆破する実験を行い，新聞やテレビなどで大きく報じられた。日本を含めて世界
各国からの批判があり，この問題に対する関心の高さがうかがい知れる。その内容を見ると，宇宙軍拡
に拍車をかけるというものや，宇宙の安全な利用を阻害するという観点からの批判が多く１），大量のス
ペース・デブリ（いわゆる宇宙ゴミ）を生成することとなったこの行為は，国際法，特に宇宙条約に違
反したかどうかという観点から論じたものは，あまりなかった。
　スペース・デブリは重大な問題であると主張されているにもかかわらず，依然としてその量は増加し
続けており，特定の軌道が利用できなくなるいわゆるカスケード効果（cascade effect）も懸念されて
いる２）。このまま宇宙物体の打上げを継続していけば，宇宙空間の利用自体が大きく阻害されてしまう
ことも現実的なものとなりうる。宇宙空間の商業利用が今後ますます行われようとしており，この問題
はさらに重要性を増していくであろう。この危険性を十分に理解して，国際社会は協力してスペース・
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デブリの低減に取り組もうとしている。確かにかつて，アメリカやソ連も ASAT（Anti-Satellite）実験
を行っていた。しかしそれに対して，軍事的側面を含めて宇宙条約に違反した行為であるとの抗議は見
られず，今回の実験も同様に違法ではないとするのが一般的な理解であると思われる。現在は当時に比
べて，スペース・デブリに関する研究も飛躍的に進み，その危険性も十分に認知されている。このよう
な状況の中で，大量のスペース・デブリを発生させることとなったこの行為を，従来通りの解釈で単純
に違法ではないと片づけてしまうことに若干の抵抗もある。そこで本稿では，今回の中国による自国衛
星の爆破実験が，国際宇宙法に違反しているかどうかについての再検討を行う。
　本稿の構成は，まず最初に事件の概要を確認する。その後に，今回の実験は，「月その他の天体を含
む宇宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関する条約」（以下「宇宙条約」という）
に違反しているのかどうかについての検討を行う。また，実験の後に開催された国連科学技術小委員会
で，スペース・デブリの低減に関するガイドラインが国連の場で初めて採択されている。最新の国連の
動きとして，そのガイドラインの内容を紹介しつつ，その特徴や今後の課題についても指摘していく。
Ⅱ　事件の概要
　2007年１月11日に，運動エネルギー迎撃体（a kinetic kill vehicle）を搭載した弾道ミサイルで，中国
は自国の人工衛星「風雲1C」３）を爆破した。「風雲1C」が爆破されたのは高度865キロメートルであり，
秒速８キロメートル以上の速度で衝突が起き，衛星は完全に破壊されて破片になった４）。この衝突によ
り，かなりの数のスペース・デブリが発生した。カタログ５）に記録されている破片の数だけでも1900
個以上あり６），この実験の影響の大きさがうかがえる（表１）。
表１　高度2000㎞までの推定されるスペース・デブリの数
スペース・デブリの大きさ
1mm～ 1cm 1cm～ 10cm >10cm
実験前の低高度軌道におけ
るスペース・デブリの総量 140,000,000 180,000 9,700
実験によって生じたスペー
ス・デブリの数 2,000,000 40,000 1,500
　　〔出典〕Union of Concerned Scientsts
　宇宙空間でブレークアップが起きた場合，それによって生じた破片は四方八方にまき散らされる。今
回の場合も，その多くは爆破が行われた高度865キロメートル付近に集中しているものの，200から4000
キロメートルの高さにまで破片は飛び散った７）。これによって生じたスペース・デブリの軌道寿命につ
いては，様々な予想がなされている。１センチメートル大の場合，その50％以上が20年以上は軌道上を
周回し続けるであろうという予想がある８）。また，今後10年間で消滅するのは５％ほどしかなく，100
年後でも約85％の破片は，地球の周辺軌道上を周回し続けるであろうとする予想もある９）。いずれにし
ても，実験開始前の状態に戻るには，かなりの時間が必要とされるであろう10）。
　今回の実験による被害としては，同年６月22日に NASA（米国航空宇宙局）の宇宙機 Terraが，破片
との衝突を回避する措置をとり，その結果，Terraの19メートル付近を破片が通過したことが確認され
ている11）。他者の宇宙空間の自由な利用を阻害したということはできるが，今のところ，このブレーク
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アップによって生じたスペース・デブリが，活動中の宇宙物体に衝突して損害を発生させたという報告
は見られない。
　この実験について，中国は事前にいかなる機関や国家に対しても連絡や報告をせず，実験の後もしば
らくは公式の発表を行わなかった。その間，メディアを中心にこの衛星爆破のニュースが報じられ，ア
メリカ報道官もその事実を確認し，中国政府に対して懸念を伝えている。１月23日になって中国外務省
の報道局長が，記者会見で実験を実施したことを初めて認め，関係国に通報した。日本も北京の日本大
使館を通じて実験に関する連絡を受けたが，詳細な説明はなかった。中国側はこの実験について，いか
なる国に向けたものでもなく，いかなる国にとっても脅威ではないとして，宇宙空間を平和的に利用し
たものであることを強調している。実験そのものに加えて，事前の通報がなかったことや経緯の説明も
十分ではなかったことに，日本政府は不信感を募らせている12）。
Ⅲ　意図的なブレークアップの違法性
１．意図的なブレークアップを行う理由と特徴
　宇宙物体を意図的にブレークアップさせる理由は，一般に次の３つが考えられている13）。第１に，衛
星を地球に再突入させる際の安全策のためである。第２に，搭載物の機密を保持するためである。これ
は，着陸点を定めた正式な再突入が不可能となった場合，自国の偵察衛星などが非友好国に回収され
て，国家機密に関わる情報が奪われないための手段として行われる14）。そして最後が軍事実験である。
ASAT実験に代表される通り，軍事実験の一環として地上からミサイルを発射することにより衛星を破
壊することがかつて行われていた。このように意図的なブレークアップは，諸国の利益を考慮した安全
策のために行われるものと，いわば自国のために行われるものとに分けることができる。
　かつて，意図的に宇宙物体を破壊することは，スペース・デブリを発生させる一番の原因であっ
た15）。そのような行為に対して諸国からの際だった反発もなく，黙認されていたと考えられる。しかし，
1994年に国連科学技術小委員会において正式の議題となるなど，スペース・デブリ問題に対する関心は
高まりを見せた。このようなこともあり，1997年以降になると意図的な破壊はほとんど行われなくな
り，現在では推進関連が一番の発生原因となっている16）。これは，意図的に衛星を破壊することにより，
スペース・デブリを不必要に生成すべきではないという考えが諸国の中に浸透していることの現れとい
えるであろう。
　意図的な破壊は何度となく行われてきたが，その中でも特に強烈であったとされるのが，1987年に行
われたコスモス1813の爆破である17）。高度390キロメートルの地点で爆破され，846個の破片が確認され
た。カタログに登録されたスペース・デブリの数は195個にのぼったが，現在ではすべてカタログから
削除されている18）。1997年以降で唯一の例とされる2003年に行われたコスモス2399の場合，高度189キ
ロメートルの地点で爆破され，カタログに登録されたものは22個にすぎなかった。こちらも現在ではカ
タログ化されているスペース・デブリは，もはや存在しない19）。これらの事例に限らず，意図的なブレ
ークアップによって生成されたスペース・デブリは，比較的短期間で地球に再突入して燃え尽きてしま
う傾向がある20）。これは，低い高度で爆破されることが多く，自然浄化の働きによって大気の厚い層で
燃え尽きてしまうからであると思われる。
　今回の中国を除けば，1980年代を中心にソ連とアメリカが ASAT実験を行っていた。例えばアメリカ
が1985年に行った P78-1衛星の爆破の場合，850キログラムの衛星を高度500キロメートル付近で衝突さ
せ21），285個の破片がカタログに登録された22）。しかし現在では，軌道上には残っていない23）。それに
対してソ連の場合，1968年から82年の間に20回の実験が行われ，700個以上のスペース・デブリがカタ
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ログに載った。そのうちの301個は2007年３月末の時点でも，地球の周辺軌道上を周回し続けている24）。
ASAT実験の後半にはスペース・デブリが生じないような措置が講じられていたといわれているが25），
それでも長期間にわたってかなりの数の破片が周回し続けているといえよう。
２．宇宙空間自由の原則の濫用と判断基準
　最近ではその回数が減少してきたとはいえ，かつては頻繁に行われていた意図的な爆破は，宇宙条約
の趣旨に反する行為といえるのか。通常，意図的にブレークアップを行ったとしても，それが宇宙空間
自由の原則の濫用であると積極的に主張されることはあまりない。宇宙条約には意図的な衛星の爆破を
明白に禁止する規定は存在せず，違法とまでは言えないという認識が諸国の間にあったのであろう。そ
こでここでは，意図的なブレークアップは宇宙条約の趣旨に反しないのか，違反しないとすれば，それ
はなぜなのかについての再検討を行う。
　意図的な破壊の違法性を論じるにあたって，宇宙条約で関連すると思われる規定は，宇宙条約第１条
である。宇宙条約第１条は，宇宙空間自由の原則を定めている。この原則により，すべての国家は自由
に宇宙空間を利用することができる。しかし，これは絶対的な権利ではなく，権利の行使が国家の国際
義務違反を引き起こしたり，与えられた目的以外で行使するような場合には，この原則の濫用とな
る26）。そこで衛星を破壊する行為は，宇宙活動の自由で認められている権利なのか，それとも目的を逸
脱した権利の濫用なのかが問題となる。宇宙活動自由の原則には，一般に３つの制約が考えられる。第
１にすべての国の利益のために行われなければならないということ，第２に他国の利益を尊重しなけれ
ばならないということ，そして第３に国際法にしたがったものでなければならないということである27）。
したがって，少なくともこれらに反するような行為は，宇宙活動自由の原則の濫用ということになる。
　第１の点について，これは宇宙条約第１条第１文の「月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用
は，すべての国の利益のために，…行われるものであり，全人類に認められる活動分野である」という
規定に基づいている。この規定は，いかなる宇宙活動も打上げ国のみの利益のためではなく，すべての
国の利益のために行われなければならないことを定めている28）。ここでは，宇宙活動は一般的な有益性
を有する必要があることを前提としているように思われる。したがって，宇宙活動を行う場合，そこに
は自国の利益ばかりでなく多少なりとも一般的な有益性が求められており，それが認められないような
活動は，宇宙条約の趣旨に反するという考え方もできる。しかし，すべての宇宙活動に一般的な有益性
を求めることは問題があろう。確かに条文上は，すべての国の利益のために宇宙活動を行う義務がある
と読むことができる。しかし，何がすべての国にとって有益な活動なのかについて判断することは非常
に困難である。一国にとっての利益となることが，他国にとっての不利益となることがあるかもしれな
い。そのため，そのような一般的利益というものは，ほとんど実現不可能であるといえよう29）。したが
って，「すべての国の利益」となるのかどうかのみを基準として，宇宙活動自由の原則の濫用を判断す
べきではない。
　第２点目の他国の利益を尊重する義務は，第９条第１文に基づいている。この第１文は，前文，第１
条および第３条で述べられた，すべての国の利益のために宇宙空間を探査および利用する場合の国際協
力の原則を言い換えたものである。しかし，ここで強調されているのは，他国の利益に相当な考慮を払
って，宇宙空間における活動を諸国は行うべきであるという国際協力の特定の要素である。そして他国
の利益に「相当な考慮」を払うというこの原則を履行するのが，第９条第２文から第４文の規定である
という30）。すなわち，第９条第１文で定められる「国際協力の原則」や「他国の利益尊重の原則」の具
体的な行使の形態が，第２文から第４文で定められた内容であり，無制限にこれらの原則を拡張するこ
とはできないと解される。
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　このように宇宙空間自由の原則の濫用が認められる場合は非常に限られており，基本的には，宇宙条
約中の他の規定に反する行為が，濫用であると解される。しかしそれ以外にも，宇宙空間自由の原則の
限界を導き出す見解が見られる。例えば第１条の規定は，「他人のものを害さずに，自分のものを使用
せよ」という原則に関連するものであり，宇宙条約第２条と関連づければ，他者の活動に干渉してはな
らない義務を引き出すことができるという。したがって，他の利用者を排除するような方法で宇宙空間
を利用することは，宇宙空間自由の原則に反するという解釈もある31）。この他にも文脈上の解釈から，
第１条はいかなる国家も他者からの有害な干渉を受けることなく宇宙活動を実施する自由ばかりでな
く，この自由の本質的な要素として宇宙環境を保護することもまた目的としているとして32），宇宙空間
の自由な利用と宇宙環境の保護をこの規定から導き出せるとする見解もある。第９条第２文は環境を保
護するための規定かどうかについての争いがあるが33），仮に環境保護規定ではないとしても，この見解
によれば第１条によって環境を保護する義務も導きだすことができよう。
　学説の傾向からすると，第１条の規定から導かれる宇宙空間の自由な利用の濫用かどうかの判断基準
は，少なくとも，他者の自由な利用を阻害するような活動であるのかどうか，また宇宙環境に対する配
慮が明らかにみられない活動かどうかということになるであろう。そしてこのような行為こそが，一国
にとって利益となったとしても他者にとっては利益とはならないものであり，「すべての国の利益」で
はないと評価できる。Perek は宇宙におけるミッションが有益かどうかの判断に際しては，宇宙環境の
潜在的な汚染および他のスペース・システムや人間の行う他の分野に悪影響を及ぼすものかどうかとい
うことも考慮されるべきであると述べている34）が，まさにその通りであろう。
３．意図的なブレークアップと宇宙空間自由の濫用
　意図的に衛星を破壊する理由には，再突入に伴う安全策のために行われる場合もあるから，意図的な
破壊そのものが，宇宙条約の趣旨に反する行為とまではいえない。それではどのような場合が，濫用と
みなされるのか。上述した強烈であったとされている事例と最近のそれを見ると，両者ともに比較的低
い高度で行われており，自然浄化の作用が働いて，短期間のうちにカタログから削除されていることが
共通点としてあげられる。過去，数多くのブレークアップが意図的に行われてきたにもかかわらず，実
際に宇宙空間の自由な利用を大きく阻害することはなかった。そこには少なからず他国の利益に対する
配慮があったと考えられる。諸国がこれまで違法とはとらえてこなかった理由には，このような事情も
あったと思われる。
　そこで，今回も従来と同様に考えて，宇宙空間自由の原則の濫用とはみなされないと解釈できるので
あろうか。本件のブレークアップで，公式にカタログに載ったスペース・デブリの数は前述の通り1900
個以上にのぼっており，またこれまでに確認されている破片デブリを約75％も増加させたと推定されて
いる35）。ESA（欧州宇宙機関）によれば，最も衝突が起こりそうな軌道は，極付近の高度800から1000
キロメートルであるとされている36）。さらに，高度700から1500キロメートルの間は，原子力電源を使
用した衛星の使用頻度が高いという37）。スペース・デブリの数をこれまで以上に増加させたばかりでな
く，衝突頻度の高い軌道上でのものであることは，他者の自由な利用を潜在的に阻害するという点で問
題があることは否めないであろう。今後，原子力電源を搭載した衛星と衝突して二次災害を引き起こす
危険性もある。このブレークアップは従来のものとは異なり，高度は高くまた生じた破片の数も非常に
多かったことに加えて，スペース・デブリに対する研究もかなり進められた中で行われたものであり，
各国からの反発も激しかった。実際に衝突による損害を生じなかったにしても，他者の利用を少なから
ず阻害したことを考慮すると，この爆破は宇宙空間自由の濫用であると評価することが可能かもしれな
い。
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　しかし，従来の一般的に行われていた意図的なブレークアップと今回のそれとを明確に区別する基準
を，この規定のみでは導くことはできないであろう。例えば，どの高度でどれくらいの量のスペース・
デブリを生じさせ，それがどれくらいの期間にわたって地球の周辺軌道上を周回し続ければ濫用となる
のかといった明確な基準が存在しているわけではない。Malaczakは，宇宙条約第１条には，他国の宇
宙活動を妨げるような方法で，宇宙環境を変えてはならないという意味が含まれていることを認めてい
るものの，この原則は曖昧であり，特別な法的効果は考えられず，より具体的な規定が必要であると述
べている38）。どのような場合に宇宙空間自由の濫用と認められる行為となるのか，より明確な規定が必
要である。したがって，この破壊が宇宙空間自由の原則の濫用であったとは評価できない。
Ⅳ　スペース・デブリと環境問題
１．適用可能性
　人工衛星を爆破したことにより多くのスペース・デブリを発生させたことは，宇宙空間の環境問題の
視点からは，どのように評価されるのか。条約の起草段階である1960年代においても，スペース・デブ
リは一部でその危険性が唱えられていたが39），現在ほどには重要な問題とは認識されていなかった。宇
宙条約にも「スペース・デブリ」という文言はなく，またそれを規制することを目的とした規定は見ら
れない。そのため，多くの論者は，宇宙環境の汚染を扱う第９条第２文でこの問題を解決することがで
きないかと模索している。同文は次のように規定する。
「条約の当事国は，月その他の天体を含む宇宙空間の有害な汚染及び地球外物質の導入から生じる地
球の環境の悪化を避けるように月その他の天体を含む宇宙空間の研究及び探査を実施し，かつ，必要
な場合には，このための適切な措置を執るものとする。」
　この第２文は，宇宙空間においては有害な汚染を，地球の場合は地球外物質の導入による環境の悪化
をそれぞれ避けることを，締約国に求めている。スペース・デブリは，地球上から打上げられた物体に
起因するものであり，地球外物質とみなすことはできない40）。そこで第１に，スペース・デブリは汚染
ということができるのか，第２に，有害な汚染にいう「有害」の判断基準についての議論が行われてい
る。第１の論点について，ILA（国際法協会）は，スペース・デブリは汚染ではないとの立場を示して
いるものの41），学説上では見解が分かれている。国連宇宙空間平和利用委員会においても，スペース・
デブリは汚染かどうかについての明確な立場を示しておらず，今後のさらなる議論に期待するしかな
い。したがって，現在の議論の状況からすれば，宇宙空間に大量の破片が浮遊していることをもって，
それを明白な汚染と評価することは困難であろう42）。しかし，NASAのデブリ計画事務局（The NASA 
Orbital Debris Program Office）は，中国が実施した今回の実験によって生じたデブリ雲は，地球周辺
の低高度軌道において過去50年間で唯一かつ最悪の汚染（contamination）であったと評価している43）。
従来，学説のレベルでは，スペース・デブリを汚染とみなす見解はいくつか見られたが，それ以外でデ
ブリ雲を汚染であると評価したことは注目される。
　宇宙条約第９条第２文が対象とするのは，「有害な汚染」である。この「有害な」という言葉は，汚
染はそれぞれ有害であるという事実を強調するためのものではなく，有害な汚染と有害ではない汚染と
を区別するためのものであると考えられている44）。したがって，今回生じたデブリ雲が仮に汚染である
と評価することが可能だとしても，それが単なる汚染にすぎない場合，本条文の対象とはならない。そ
こで次に，「有害な」という語が何を意味するのかを明らかにする必要がある。学説では例えば Cocca
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の場合，宇宙空間および天体はこれまでまったく汚染されていなかったのであるから，それを保存する
ためにあらゆる努力がなされるべきであるとして，基準は極度に厳格なものであるべきという45）。これ
は，宇宙環境の保護を重視する立場であり，汚染と認定された場合には，ほとんどが「有害な汚染」と
いうことになるであろう。それに対して，宇宙空間において人類が将来的に行う活動および実験に悪影
響を及ぼすような汚染が有害とする論者もいる46）。こちらは人類の活動を基準とした立場といえよう。
この他にも多様な見解があり，今後のさらなる議論が望まれる。
　ただ，環境を保護するためにしても人類の活動を基準とするにしても，その基準は時間とともに変わ
るであろう。宇宙条約の起草段階にあった1960年代と，スペース・デブリのカタログ数が１万個を超え
た現在とを同様に考えることはできない。その意味で，法解釈のみでなく科学技術の要素を考慮に入
れ，かつ定期的に再考すべきであるとする Konstantinovの見解47）が妥当であろう。それでは具体的に
どのような基準が考えられるのか。例えば，IAAなど多くの機関では，使用しなくなった物体の軌道寿
命として，25年という基準を用いており48），その期間内に軌道から除去するように推奨している。これ
を参考にして，25年を経過しても，カタログに載り続けると予想されるデブリ雲は「有害」と判断する
のも，１つの判断基準として考えられるであろう。
　「有害な汚染」について，十分に議論が尽くされておらず，今回の実験によって生じたデブリ雲が第
９条第２文の適用対象となるかどうかは見解が分かれるところである。デブリ雲を汚染と判断した最近
のデブリ計画事務局の評価，そしてかなりの期間にわたって地球周辺の軌道上を周回し続けるであろう
と予想されていることからすると，この実験によって「有害な汚染」が引き起こされたと解釈すること
ができると思われる49）。そこで本稿では，この前提に基づいて議論を進めていく。
２．適切な措置
　「有害な汚染」を引き起こし，「必要な場合」と認められると，締約国は「適切な措置」を講じなけれ
ばならない50）。しかし，「必要な場合」とはどのような場合なのか，また「適切な措置」とはどのよう
な措置なのかについて，条約中には明記されていない。これらについて，学説上ではいろいろな見解が
唱えられている。まず，「適切な措置」について，例えば Goroveは，いつ，どのような場合に必要な
措置が求められるのかを締約国が各自で決定すべきであるという51）。同様に Bakerも，条文中には締約
国の主観的判断に委ねられているとは明記されていないが，国際的協議において求められる「相当の理
由」の要件を考慮すると，客観的な基準はそぐわないと述べている52）。一方，その意味は国際法上不明
確であり，技術の発展に密接にリンクしているとする見解もある53）。主観的判断を基準にすれば，適切
な措置が講じられなかったとしても，それが中国の判断に基づくものである限りは，必ずしも条約に違
反しているわけではないと言わざるを得ない。しかし，国際社会の関心の高まりや，すでに浮遊してい
るスペース・デブリの量を考慮すると，すでに「必要な場合」であると判断することもできるのではな
かろうか。
　必要な場合の要件を満たしたとすると，「適切な措置」を講じる義務が生じる。その具体的な内容に
ついて，例えばそれは，適当な国内的措置をとることを意味するであろうとする見解がある54）。確かに
条約中に明記されていない以上，いかなる措置を講じるべきなのかは，各国に委ねられていると解すべ
きである。しかし，スペース・デブリに関して言えば，各国のまったくの自由裁量で決定できるわけで
はない。すでにスペース・デブリの低減を目的とした IADC（国際機関間スペース・デブリ調整会議）
ガイドライン55）が作成されており，それが講じるべき措置ということになろう。必ずしも「適切な措
置」に基づくものではないが，実際に国内の機関を通して IADCガイドラインにしたがったスペース・
デブリの低減措置を履行している国家もある56）。
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　同ガイドラインでは意図的な破壊を行う場合，スペース・デブリが長期間軌道上に残らないような低
い高度で行うことを勧めている57）。中国は IADCに参加しているのであるから，このような措置を講じ
るべきであり，ガイドラインに違反したとの評価も可能であろう58）。しかし，長期間とはどれくらいの
期間なのか，またどれ程の高度までが低い高度なのかについての具体的な数字は，ここでは推奨されて
はいない。これらの具体的な数字は，各国の判断に委ねられていると解される。したがって，中国は
「適切な措置」をとらなかったと解釈することは困難である。たとえ，この実験が「有害な汚染」であ
り，また「必要な場合」であったと解釈することができたとしても，第９条第２文に明白に違反してい
るとはいえないであろう。
Ⅴ　国際的な協議の開催
１．計画国による自主的な協議
（１）協議開催の前提条件
　締約国の計画している活動が，他の締約国の活動に「潜在的に有害な干渉」を及ぼすおそれがある場
合に，宇宙条約第９条第３文では次のように定めている。
「条約の当事国は，自国又は自国民によって計画された月その他の天体を含む宇宙空間における活動
又は実験が月その他の天体を含む宇宙空間の平和的な探査及び利用における他の当事国の活動に潜在
的に有害な干渉を及ぼすおそれがあると信じる理由があるときは，その活動又は実験が行われる前
に，適当な国際的協議を行うものとする。」
　ここでは締約国またはその国民の計画する活動および実験によって，他の締約国の探査や利用に潜在
的に有害な干渉を及ぼすおそれがある場合には，国際的協議を行うと定める。この規定によって国際的
な協議が行われるためには，第１に，締約国の対象となる活動などが，「潜在的に有害な干渉」を及ぼ
すおそれのあること，第２に，それが実際に実施される前の「計画」段階であること，そして第３に計
画している締約国の「信じる理由」が存在することが必要であるとされている。しかし，これらの要件
を満たして協議を行うにしても，どの国家と協議をすればいいのか，計画国は実験などを実施すること
を事前に報告する義務はあるのか，またそれに関する情報を提供する義務はあるのか，さらに国際的な
協議を開催したとしても，それは単に開催すればいいのか，その結論や決議には法的な拘束力はあるの
かなどは条文中に明記されておらず不明瞭な点が多い。
　まず問題となるのが，「有害な干渉」とは何を意味するのかである。これについても，これまでと同
様に明確な定義はない。しかしながら，これにスペース・デブリが含まれることについて，肯定的にと
らえる見解が多い。1995年にアメリカの科学技術政策事務局（Office of Science and Technology Policy）
が発表した報告によれば，状況にもよるがスペース・デブリを生成することは「潜在的に有害な干渉」
の範囲に含まれるように思われるとの立場を示している59）。学説上でも，宇宙活動にとって宇宙空間，
月その他の天体を将来的に利用することが妨げられるような場合にのみ，有害な干渉になるとするもの
や60），スペース・デブリが有害な干渉を引き起こすことは疑いがないとする見解61）もある。数多くの
スペース・デブリが地球の周辺軌道上を周回し続ければ，それによって打上げを延期せざるを得なくな
るなど，他の利用者にとって自由な宇宙活動が阻害されることは明白であり，それはまさに「干渉」と
いうことができる。かつてアメリカの Goldberg大使も，宇宙空間が混雑した状況は，第９条の協議の
対象とすべきであるとの見解を示していたことからすれば62），スペース・デブリは「有害な干渉」であ
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ると評価できる。
　アクセスなど宇宙物体の航行に対する阻害以外にも，飛散した溶融片などがコンタミネーション源と
なったり，蒸発したガスによる電磁干渉なども起こり得る63）。これらの影響も，第３文で規定されてい
る干渉に含めて解釈して，協議の対象とすることは可能であろう。スペース・デブリによって引き起こ
される干渉は，このように数多くの事例が考えられる。さらにこれらの干渉は，明らかに人間の宇宙空
間における活動に影響を及ぼすものであり，「有害」と判断できる。Goroveはさらに緩やかに解釈し
て，干渉はそれ自体，有害であるとみなすことができると述べている64）。したがって，スペース・デブ
リは，「有害な干渉」を引き起こすものであり，第９条で規定する協議の対象になるものと思われる。
　第２の要件として，ここで対象となっているのは「計画された」活動または実験である。協議が合法
的な宇宙活動を実行する際の障害となって，拒否権のようなものになるべきではないとの理由から，計
画された実験または活動の準備段階のみでなく，その実行中であっても協議を開始することができると
の見解もみられる65）。しかし条文には「活動又は実験が行われる前に」と明記されていることもあり，
多くの論者は，計画段階である実行前に予防の意味を込めて協議を行うものと考えている66）。そのため，
協議の要件を満たす場合はかなり限定されることになるであろう67）。さらに Leinbergによれば，大量
のスペース・デブリを生み出すことを意図した計画の必要があるとして，これを満たすのは ASAT実験
ぐらいしかないであろうと述べている68）。本件はまさしく「計画された」実験であり，Leinbergの立
場にたつとしても，この要件も満たしているものと思われる。
　第３の要件として，活動などを計画している国家が，有害な干渉を引き起こすと「信じる理由」が必
要であるとされている。つまり，「信じる理由」がないと締約国が考えた場合には，協議を開催する必
要はない69）。潜在的に有害な干渉を引き起こすと「信じる理由」が中国にあれば，実施前に協議を開催
していたはずである。しかし，実際には協議は行われなかった。この事実からすれば，中国にはこの実
験を行っても他国の活動に有害な干渉を及ぼすおそれはないと信じる理由があったということになる。
では本当に信ずべき理由がなかったのか。この判断は客観的な状況から推測するしかない。例えば
NASAの場合，スペース・デブリは環境上の大きな問題であり，また潜在的に大災害を引き起こす可能
性があることも認識していた。これによってスペース・デブリを生じさせるような活動は，潜在的に有
害な干渉であると「信じる理由」が NASAにはあったと判断する見解がある70）。これをもとに判断する
と，中国は科学技術小委員会のメンバーであり，また IADCにも参加している。ブレークアップはスペ
ース・デブリ発生の主要な原因であり，またそれらが宇宙活動に大きな影響を及ぼす可能性があること
も承知していたと思われる。これらのことを考慮すると，中国には「信じる理由」があったと推定でき
る。計画国に「信じる理由」がなかったことを立証する責任まで課すことはできない。しかし，国際社
会のこの問題に対する関心の高さを考慮すると，もしも中国に「信じる理由」がなかったのであれば，
その旨を説明すべきであった。
（２）前提条件以外の問題
　これらの前提条件を満たした場合，協議を行う義務があるのか。第９条で規定されている協議は義務
的なものではないとする見解もある71）。しかし，ここで使用されている表現が，“it shall undertake 
appropriate international consultation”となっていることもあり，要件を満たした場合，協議を開催す
る義務があると解すべきであろう72）。しかしこの協議制度には，これ以外にもいくつか欠点がある。
　本文には「協議を行うものとする」と規定するのみで，その手続については何も定められていな
い73）。そのため，どこに通報して，どの国家と協議を行うのかも不明瞭である。起草過程において，日
本代表は国連事務総長に報告すべきであるとの立場を示した74）。しかしソ連は，他の締約国に直接通知
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すべきとして，この日本の主張に反対している75）。したがって，少なくとも他の締約国に通知すれば，
条約上の義務は果たすことになろう。しかし，いかなる国家に通知すべきなのかは不明瞭である。学説
では，そのような場合には公衆や国際科学界に通知するように求める見解や76），国際科学界や国連総会
に活動の結果を，最大限可能な範囲で報告することが求められるとするものがある77）。いずれにしても，
潜在的に有害な干渉の影響を受けるおそれのあると思われる国家に通知するような配慮がなされるべき
である。スペース・デブリの場合，IADCに参加しているのであるならば，その各参加機関に報告する
こともできよう。
　また条文では，“parties”という複数形を使用しているので，協議を行う場合，対象となるのは複数
の国家である必要があると述べられることがある78）。したがって，一国のみが有害な干渉を受けるおそ
れがある場合には，協議は開催されない。しかし，実際に有害な干渉を受けた国家である必要はなく，
計画の段階でそのおそれがある国家が協議の対象となるから，協議対象国は緩やかに解釈できる。その
ため，スペース・デブリのような多くの国家が影響を受けやすい問題の場合には，必然的にこの要件を
満たすであろう。
　国際的な協議の開催に向けて，関連する情報を提供する義務があるのかもまた，ここでの問題とな
る。しかし宇宙条約第９条には，そのような義務は明記されていない。情報提供については，第11条で
規定されており，次のような内容となっている。
「月その他の天体を含む宇宙空間における活動を行う条約の当事国は，平和的な探査及び利用におけ
る国際協力を促進するために，その活動の性質，実施状況，場所及び結果について，国際連合事務総
長並びに公衆及び国際科学界に対し，実行可能な最大限度まで情報を提供することに同意する。」
　この規定は，実際に活動が開始された後の自発的な報告を定めたものであり，ここで問題としている
計画段階での情報提供の法的な根拠とはならない。起草過程において，ソ連代表は，他の条約締約国の
活動に干渉しうる活動もしくは実験に関する情報を，締約国は提供する義務があると述べている79）。さ
らに，国連事務総長に伝えられる自発的な情報と，他の締約国に対して強制的に通知されなければなら
ない特別な情報とは区別されるべきであると主張している80）。これらの発言から，第９条における情報
の提供は義務であること，そして第９条と第11条の情報の提供は異なるものであることがうかがえる。
この場合の法的根拠については，慣習法の原則に求めることになるであろう81）。ただし，どの程度の情
報を提供すべきなのかについては不明瞭であると言わざるを得ない。
　Bakerはこの点について，情報は完全なものである必要はなく，協議の前に検討できるように十分な
時間を空ける必要もないと述べている82）。第９条で直接規定されていないわけであるから，その詳細に
ついては計画国に委ねられていると解すべきであろう。中国は今回の実験に関する情報について，いか
なる情報も締約国に対して提供していない。実験の後に日本政府が発した懸念に対して，「日本がさら
にどのような状況を知りたいのか分からない」として，「日本が望むなら意見交換を歓迎する」と表明
している83）。それはまさに，実験を開始する前に中国側のイニシアチブによって行うべきことであった。
情報提供の点でも，中国は条約上の義務に違反しているおそれがある。
　この他の協議制度の問題点として，仮に協議を行ったとしても，結論が出なかった場合の規定はな
い。そのため，結論まで導く必要はなく84），協議を開催した時点で条約上の義務を果たしたことになる
と考えられる。また協議の結果，決議が採択されたとしても，それに法的な拘束力はない85）。そのため，
第９条で規定されている協議制度に対する批判は多い。確かに，協議を開催するのみで結論を出さなく
てもいい，もしくは決議を採択したとしても，その決議に何らの法的拘束力が認められないというので
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あれば，実効的な解決は期待できない。しかし第３文の場合は，自らのイニシアチブによって協議を開
催するのであるから，問題の解決に向けての最大限の努力を払う義務はあるように思われる。
　本件において，第３文に基づいて中国は協議を開催する義務はあったのか。Christolは，ASAT実験
が平和的な活動に対して潜在的に有害な活動を引き起こすことが明白な場合，少なくとも影響を受けた
諸国との間で，国際的な協議を行わなければならないと述べている86）。学説の傾向からしても，まさし
く「潜在的に有害な干渉」を引き起こす実験であり，協議開催の義務があったようにみえる。ところ
が，かつて米ソが行った ASAT実験の場合には，それに先だって協議は開催されなかった87）。過去の例
からすれば，ASAT実験を行う場合であっても協議を開催する必要はないと解釈することもできよう。
ただ，当時と今回の違いをあげるとするならば，それは状況が異なっていることである。米ソ両国が
ASAT実験を行っていた1980年代半ばにカタログ化されていた物体の数は6000にも満たなかった88）。ま
た，その危険性についても十分な知識がなく，当時はまだ両国共にスペース・デブリは潜在的に有害な
干渉を引き起こすものであるとの信ずべき理由がなかったと解釈することもできよう。しかし現在は研
究も進んでおり，当時と同様に考えることはできない。協議の開催を含めて，何もアプローチをとらな
かった中国の不作為は，やはり非難されて然るべきであろう。
２．他国による協議の要請
　宇宙条約第９条第４文は次のように規定する。
「条約の当事国は，他の当事国が計画した月その他の天体を含む宇宙空間における活動又は実験が月
その他の天体を含む宇宙空間の平和的な探査及び利用における活動に潜在的に有害な干渉を及ぼすお
それがあると信ずる理由があるときは，その活動又は実験に関する協議を要請することができる。」
　これは他の締約国が計画している活動によって，自国の活動に潜在的に有害な干渉を及ぼすおそれが
あると信じる理由がある場合に，協議を要請することができるという趣旨の規定である。このように，
宇宙条約が定める協議の制度には，実験を計画している国家が自らすすんで開催する場合と，有害な干
渉を受けるおそれのある国家が要請する場合の，２通りが想定されている。第３文による協議と第４文
の協議の関係は，起草過程によれば一次的に有害な干渉を企てようとしている国家に協議開催の義務を
課すものであるが，当該国が当該活動に関する情報を提供しない場合に，他の国家は協議の開催を要請
できるとされている89）。したがって，まず第１に，計画国がアプローチをとるべきであり，それが不十
分である場合に，他の国家は協議の開催を要請できると解される90）。
　ここではまず，他国が協議の開催を要請してきた場合に，計画国はその要請を受け入れる義務がある
のかどうかが問題となる91）。第４文には「協議を要請できる」と規定するのみで，それを受諾する義務
まで記されていない。起草過程に着目すると，レバノン代表は協議に応じる義務はなく，受諾すること
も拒絶することもできると発言した92）。しかし，それに対してソ連代表は，本文は決議や宣言でなく強
制力を有する条約であり，したがって協議の要請に従うことは強制的なものになるであろうと述べてい
る93）。このような起草過程における審議に着目すると，計画国は協議の要請に応じる義務があると解さ
れよう。
　それに対して学説上では，協議を拒絶できるとする見解94）の方が優勢なようである。第４文の規定
は，第３文に基づいた協議のアプローチでは不十分な場合に，それを補うための規定であることを考慮
すると，協議を受諾する義務があると考えることができる。しかしその一方で，受諾の義務が条文中に
は明記されていない以上，改めて同意を求めることが望ましく，また積極的に協議を行う意思を有して
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いない国家に協議の開催を義務づけても，その協議は形式的なものに終わってしまうおそれがあること
も否定できない。思うに，第４文の存在意義および起草過程におけるソ連発言を考慮すると，協議開催
の要請があった場合，計画国にはその要請を受諾する義務があると解するのが妥当であろう。
　協議を受け入れた場合には，協議を要請した国には当該活動の性質についての追加の情報を受け取る
権利があるとされている95）。しかし，これも第３文の協議と同じく情報は完全なものである必要はなく，
また時間的間隔を考慮する必要もない。また，協議を開催したとしても，結論が出なかった場合につい
ては定められていない。第４文の場合，他国の要請にしたがって協議を行うのであり，自らの積極的な
意思で問題解決に向けて動き出したわけではない。そのため，有害な干渉を防止するための効果はあま
り期待できないであろう。このような協議の手続を考慮すると，他の国家から協議の要請を受諾する義
務があると解釈しても，結論的には受諾の義務がないのとあまり変わらないといわざるを得ない。
　本件の場合，第４文に基づいた協議を要請することができた国家は存在したのか。事前に実験そのも
のを察知しないと協議の要請を行うことはできない。そのため，その対象国はかなり限定される。とこ
ろが，米国は中国が ASAT実験を行うことを事前に察していた96）。さらに失敗に終わったが，過去３回
にわたって実験は行われていたことも米国は確認していたとされている。今回の実験によって大量のス
ペース・デブリが発生することは米国にも予想はつき，それが米国の活動にとって有害な干渉になると
の判断も可能だったはずである。にもかかわらず米国は協議の要請を行わなかった。それは自国の情報
収集能力が明らかになるのを嫌ったことなどが理由として考えられている97）。もちろん，この規定は協
議の開催を要請できる権利なのであり，それを行使すべき義務はない。しかし，アメリカの改訂前の
『国家宇宙政策』では，スペース・デブリを最小限にするという慣行を，他の宇宙活動国および国際機
構に適用させるようにすることは，アメリカ政府にとっての利益となるという指針を打ち出していた98）。
IADCガイドラインに従わせて，中国に実験を行わせないようにすることが，まさにこの内容に合致す
る。実験を実施した後に，アメリカは中国に対して懸念を伝えているが，実験開始の前に協議の要請を
行うべきであった。
Ⅵ　宇宙空間の軍事的利用
　中国が行った衛星の破壊が軍事実験であったことは，まず間違いない。そこで，宇宙条約には ASAT
を禁止する規定はないのか，また宇宙空間の軍事的利用は認められているのかどうかが問題となる。
　まず前者について，宇宙条約には，一定の兵器の配置を禁止する規定がある。それは宇宙条約第４条
第１項であり，「核兵器及びその他の種類の大量破壊兵器を運ぶ物体を地球を回る軌道に乗せない」よ
うに定めている。今回の実験では，核兵器は搭載されていないとみられている。したがって ASATを
「大量破壊兵器」であるとみなすことができなければ，この規定に違反していると解釈することはでき
ない。この「大量破壊兵器」の意味について，学説ではいくつかの見解が唱えられている。例えば，文
民と軍人の区別なく大量の人を殺害するように図られた兵器であると解するものがある99）。この他にも，
兵器の破壊の効果は，「大量」の程度と「破壊」の性質および範囲に関連するのは明らかであるとして，
広範囲にわたって死亡者や重傷者を生じさせるものか，もしくは重大な損害を含む大規模な荒廃を引き
起こすような重大なものでなければならないとする見解100）もみられる。これらの学説から導かれる
「大量破壊兵器」の概念は，大量の人や物体などを広範囲にわたって無差別かつ重大な損害を与える程
度の破壊能力を有する兵器であることがうかがえる。
　一般的には ASATは「大量破壊兵器」とみなされることはない。今回の実験も地上からミサイルを打
上げて，１機の人工衛星を破壊したにすぎない。これを「大量破壊兵器」と解釈するには無理があろ
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う。ただし，大量破壊兵器の能力は，技術の進歩とそれが使用される状況に基づいて評価されなければ
ならない101）。衛星を破壊することによって生じたスペース・デブリを利用して，その周辺の宇宙物体
を無差別かつ大量に破壊することが可能であるならば，それは大量破壊兵器とみなす余地があると思わ
れるが，それについては別稿に譲る。
　諸国の意識も，ASATは宇宙条約に違反しているとは考えていない。そのことは ASAT禁止条約の交
渉過程で示されている。かつて米ソは，ASATを禁止する条約の交渉を行っていた。結果的に交渉は決
裂して，ASATを禁止する条約は締結をみなかった。しかしこの交渉過程において，ASATは宇宙条約
に違反しないとの合意があったとされている102）。学説における「大量破壊兵器」の解釈および諸国の
意識からすると，ASATは宇宙条約に違反していないといえよう。
　仮に，ASATが「大量破壊兵器」であるとの解釈が可能であるとしても，今回の実験は第４条第１項
に違反しているとはみなせない。ここで禁止されていることは，核兵器を含む大量破壊兵器を地球を回
る軌道に乗せることおよび宇宙空間に配置することである103）。本件の場合，ASATは対象となる衛星に
向かって一直線に飛んでいる。これは単に宇宙空間の通過であって，地球を回る軌道上に乗った，もし
くは宇宙空間に配置したと解釈することはできない。したがって，ASATを使用したことは，宇宙条約
には違反していないと解される104）。
　次に，宇宙空間を軍事的に利用することは認められているのか。これに関連する規定は，宇宙条約第
４条第２項に見られる。そこには，「月その他の天体は，もっぱら平和的目的のために，条約のすべて
の当事国によって利用されるものとする」と定められている。ここで平和的目的のために利用されるの
は「月その他の天体」であり，「宇宙空間」であるとは記されていない。宇宙条約では，宇宙空間全体
を示す場合には，一般に「月その他の天体を含む宇宙空間」という表現を用いている105）。それに対し
てここでは，「月およびその他の天体」という表現を使用しており，明らかに宇宙空間全体を示す場合
とは異なっている。起草過程においても，インドなど数カ国の代表は，宇宙空間全体をもっぱら平和的
目的のために利用すべきであり，その旨を条文に反映するように主張したにもかかわらず，その主張は
受け入れられなかった経緯がある106）。これらのことを考慮すると，宇宙条約は，宇宙空間全体をもっ
ぱら平和的目的のために利用するように制限していないと解される107）。中国が宇宙空間を軍事的に利
用したこともまた，必ずしも宇宙条約に違反していないといえよう。
　この実験の後に開催された宇宙空間平和利用委員会では，宇宙空間に兵器を持ち込むことは，スペー
ス・デブリが有人の宇宙飛行，宇宙インフラおよび宇宙活動に及ぼすよりもさらに大きな危険を与える
ものであるとの懸念が表明されている108）。ここでも，ASAT実験を実施したこと，もしくは宇宙空間を
軍事的に利用したことが宇宙条約の趣旨に反するとの主張はみられなかった。現在においても，ASAT
および宇宙空間の軍事的利用は宇宙条約に違反していないという諸国の意識がここでも見て取れる。
Ⅶ　国連宇宙空間平和利用委員会の動き
　実験から約２ヶ月後に開催された科学技術小委員会では，長期間周回し続けるようなスペース・デブ
リを生み出すようなスペース・システムの破壊は，意図的なものかどうかにかかわりなく，今会期に同
委員会で採択されたガイドラインに沿って避けられるべきであるとの意見が表明された109）。これは暗
に今回の実験を批判したものであると思われるが，ここではそれ以上の発言は見られなかった模様であ
る。この科学技術小委員会で注目されるのは，「スペース・デブリ低減ガイドライン」110）が全会一致で
採択されたことである。もちろん，これには中国も賛成票を投じている。これまで同委員会では，スペ
ース・デブリに関する審議が個別の議題として論じられており，過去にはスペース・デブリに関する技
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術報告書も採択された。今回のガイドラインはそれに続く成果となる。その内容は次の通りとなってい
る。
１．スペース・デブリ低減ガイドライン
　次のガイドラインは，宇宙機や打上げ機の段（stages）に関するミッションの計画・設計・製造およ
び操業（打上げ，ミッションおよび処分）の段階で考慮されるべきである。
・ガイドライン１　通常の操業中に放出されるスペース・デブリの制限
　スペース・システムは，通常の操業中にデブリを放出しないように設計されるべきである。もしもこ
れが実現できないのであれば，デブリの放出が宇宙環境に及ぼす影響を最小限にすべきである。
　宇宙活動の最初の数十年間では，打上げ機および宇宙機の設計者は，とりわけ，センサーカバー，分
離メカニズムおよび展開部品を含む数多くのミッション関連のデブリを地球の軌道上に意図的に放出す
ることを認めていた。そのような物体による脅威を認識することにより，このデブリ源を減らすのに効
果的な設計が行われている。
・ガイドライン２　操業中におけるブレークアップの可能性の最小化
　宇宙機および軌道上にある打上げ機の段は，偶発的なブレークアップとなりうる故障モード（failure 
mode）を避けるように設計されるべきである。そのような故障につながる状況が発見された場合には，
処分および貯蔵されているすべてのエネルギーを排出する措置（passivation）が，ブレークアップを避
けるために計画されかつ実行されるべきである。
　歴史的にも，推進系やパワーシステムの故障といったスペース・システムの機能不全によってブレー
クアップが引き起こされている。潜在的なブレークアップのシナリオに，故障モード解析を取り入れる
ことで，ブレークアップが起こる可能性を減少させることができる。
・ガイドライン３　軌道上での偶発的衝突の可能性を制限
　宇宙機や打上げ機の段の設計およびミッションプロファイルを展開するに際して，スペース・システ
ムの打上げ段階および軌道上にある間，他の物体との偶発的な衝突の可能性を予測して，それを低減さ
せるべきである。もしも軌道データが衝突の可能性を示していれば，打上げ時間を調整したり軌道上で
回避行動をとることを考慮すべきである。
　偶発的な衝突は，すでにいくつか確認されている。多くの研究によれば，スペース・デブリの数およ
び量が増加しており，今後の一番の新たなデブリ源は衝突によるものとなるかもしれない。衝突回避の
手順は，いくつかの加盟国や国際機構によってすでに採用されている。
・ガイドライン４　意図的な破壊および他の有害な活動の回避
　衝突の危険性が増加したことは，宇宙のオペレーションにとって脅威となりうることを認め，軌道上
の宇宙機および打上げ機の段を意図的に破壊したり，長期間周回し続けるデブリを生成するその他の有
害な活動は避けられるべきである。
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　意図的なブレークアップが必要な場合には，残存破片の軌道寿命を制限するために，十分に低い高度
で行われるべきである。
・ガイドライン５　 貯蔵されたエネルギーを原因とするミッション終了後のブレークアップの可能性を
最小にする
　偶発的なブレークアップから，他の宇宙機および打上げ機の段への危険を制限するために，ミッショ
ンやミッション終了後の処分のためにもはや必要ではなくなった場合，機内に貯蔵されているすべての
エネルギー源は，空にされるか危険をなくすようにされるべきである。
　これまでカタログ化されているスペース・デブリの数の大部分は，宇宙機および打上げ機の段の破片
に由来している。これらのブレークアップのほとんどは，意図的なものではなく，その多くは破棄され
た宇宙機や打上げ機の段に貯蔵されていたかなりの量のエネルギーが爆発したものである。最も効果的
な低減措置は，ミッションが終了した後，宇宙機および打上げ機の段に残っているエネルギーを排出す
ることである。それには，残留推進薬，圧縮流体（compressed fluids）および電池貯蔵機の放電を含め，
すべての形態の貯蔵エネルギーを除去することが求められる。
・ガイドライン６　 ミッションが終了した後，低高度軌道上にある宇宙機や打上げ機の段が長期間残る
ことを制限
　低高度軌道を通過する軌道上にある活動を終了した宇宙機および打上げ機の段は，制御して軌道から
除去されるべきである。もしもこれが可能でないならば，低高度軌道上に長期間存在しない軌道上に処
分されるべきである。
　低高度軌道から物体を除去するための可能な解決策を決定するときに，地球の表面に到達するデブリ
が，危険物質によって引き起こされる環境汚染によるものも含めて，人々や財産に過度の危険を及ぼさ
ないことを確保するために，相当な考慮がなされるべきである。
・ガイドライン７　 ミッションが終了した後，宇宙機や打上げ機の段が静止軌道に長期間干渉すること
を制限
　静止軌道を通過する軌道上でその活動を終了した宇宙機および打上げ機の段は，静止軌道に長期間干
渉するのを避ける軌道上に移動させるべきである。
　静止軌道上もしくはその周辺にある宇宙機は，静止軌道に干渉しないもしくは戻ってくることのない
静止軌道よりも高い軌道上に，ミッション終了後の物体を移動させることで，将来の衝突の可能性を減
少させることができる。
２．低減ガイドラインの評価と今後の課題
　この低減ガイドラインは，IADCガイドラインを参考にして作成されているため，その内容は非常に
類似している。しかし，今回作成されたガイドラインは，IADCガイドラインに比べて厳格なものとは
ならないとの前提で作成されているため111），内容の面では IADCのそれと比べると曖昧である。例え
ば，IADCガイドラインの場合，地球上に物体を再突入させる場合には，それに関する情報を通知する
ように求めている112）。しかし，今回採択されたガイドラインの場合，過度の危険を課さないように相
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当の考慮がなされるべきであるとするのみで，どのような措置を講じるべきなのかについては各国に委
ねられている。ただこのガイドライン作成の背景には，適切なデブリ低減措置を即座に履行すること
は，次の世代のために宇宙環境を保存する賢明かつ重要なステップであるとの考えがあった113）。宇宙
環境を保存するためであれば，少なくとも IADCに参加している国家の場合には，より厳格な IADCガ
イドラインに基づいたスペース・デブリの低減措置を講じることが望まれる。その他の特徴として，こ
のガイドラインは，IADCガイドラインと同様に，国際法の下での法的な拘束力はない114）。したがって，
このガイドラインに違反したとしても，国際法に違反したことにはならない。
　今回採択されたガイドラインに対しては，安全な宇宙環境に対する信頼を促進するもので，現行の宇
宙条約を補うものになるであろうとの評価もあり115），概ね好評なように思われる。スペース・デブリ
の低減措置は，これまで各国が独自に行ってきており，国際的な指針は存在しなかった。IADCガイド
ラインを除けば，これが最初の国際的なスペース・デブリ低減のための指針ということになり，その意
味でもこのガイドラインは，この問題の解決に向けての最初の一歩として評価できる。
　国連におけるスペース・デブリ問題の今後の課題は数多くあると思われるが，まずは今回採択された
低減ガイドラインを法的拘束力を有するものとすべきかどうかの検討を行うべきであろう。このことは
宇宙空間平和利用委員会においても指摘されている。法的拘束力を有しないガイドラインでは不十分で
あり，これでは途上国に不利となるとして，法的拘束力を有する枠組みに発展させる必要性を説く代表
もいた116）。ただ，ガイドラインが作成される前から宇宙活動国の中には独自に低減措置を行っている
国もあり，法的義務の必要はないとの見解も考えられる。これについては，ガイドラインの履行状況お
よびスペース・デブリが宇宙活動に及ぼす影響などを考慮して，法的拘束力を持たせるべきかどうかを
審議していく必要がある。
　IADCガイドラインを含めて現在の低減措置の対象は，今後新たに生成されるスペース・デブリの量
をできるだけ減らすことにある。しかし，地球周辺の軌道上には，すでにかなりの量のスペース・デブ
リが周回し続けている。自然浄化の働きのみでは大幅な削減が期待できないため，すでに周回し続けて
いるスペース・デブリを，いかにして減らしていくのかもまた検討していく必要がある。そのため，今
後の取り組みとしては，すでに浮遊しているスペース・デブリをいかにして除去していくのかについて
も調査する必要がある117）。既存のスペース・デブリを低減するための取極もまた考慮されるべきであ
ろう。その際，これまでスペース・デブリを生み出してきた諸国に低減の責任を負わせ，途上国が今後
行う宇宙活動の障害とならないように配慮することも求められる118）。すでに存在するスペース・デブ
リの除去の場合は，諸国が独自に行うには限界があり，国際社会の協力が不可欠である。それには技術
的な問題に加えて，経済的，法的な問題も解決していかなければならない。科学技術小委員会での審議
はもちろん必要ではあるが，それには法律小委員会での審議が欠かせない。スペース・デブリの低減措
置が法律小委員会で取り上げられるには，技術的な基準が時間をかけて確立されてはじめて，国際的な
原則を形成していくことが現実的に考慮される119）。法律小委員会での個別の議題となることが近い将
来に期待できない現状からすれば120），すでに存在しているスペース・デブリを低減させる措置を講じ
ることは，これからさらに時間を要することが予想される。
Ⅷ　おわりに
　最後に，中国がなぜ実験を実施したのかについても触れておく。上述の通り，中国は IADCに参加し
ており，科学技術小委員会のメンバーでもある。このような実験を行えば，大量のスペース・デブリを
発生させ，宇宙環境に多大なる影響を及ぼすことを容易に予想できたはずである。また中国は『宇宙白
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書』の中で，スペース・デブリ問題に取り組む姿勢も見せていた121）。これらのことから，中国はこの
問題に積極的に取り組む意思を有していたといえる。そのような国家が，なぜ批判されることを承知で
このような行動に出たのであろうか。現在までのところ，２つの理由が考えられている。１つは，中国
の宇宙軍事能力を誇示するためとするものである。アメリカの衛星への軍事的な依存度は深まってきて
おり，2003年のイラク戦争では，情報の収集で95％，軍事通信で90％，位置の誘導や決定で100％を衛
星に依存していたという中国の文書があるという122）。今回の実験が行われた高度は，アメリカの画像
偵察衛星が稼働している高度と一致している。すなわち，中国はアメリカの偵察衛星を破壊する能力を
保持していることを，アメリカをはじめとする国際社会にアピールすることが実験の目的であったとこ
の見解の支持者は考える123）。この見解によれば，この実験を通して，アメリカの宇宙における優位性
に疑念を植えつけることになったと評価することができる124）。
　それに対して，ASAT禁止条約に署名させるように，アメリカに圧力をかけるためとの見方もあ
る125）。米国はかねてから，宇宙における軍備競争に向けた交渉への参加に消極的な姿勢を見せていた。
その姿勢がさらに明白となったのが，2006年度に改訂された『国家宇宙政策』である。ここでは，アメ
リカは宇宙へのアクセスや利用を禁止または制限することを求める新たな法制度やその他の制限を発展
させることに反対の姿勢を示している。さらに，提案された武器管理協定や制限は，調査・発展・実
験・操業その他のアメリカの国家的利益のために宇宙活動を行う自国の権利を妨げてはならないとも記
されていた126）。ASAT規制に対するアメリカの消極的な姿勢が見てとれる127）。
　この改訂版の宇宙政策は，改訂前のものと比べても明らかに国家安全保障に重点を置いているとし
て，ASATや宇宙配備型兵器の開発，配備を制限することを事実上拒否する内容のものであると評価さ
れている128）。中国は，宇宙空間の軍事利用に関するアメリカの政策に対して先頭に立って批判してお
り，この実験は，計算された外交戦略の可能性があると指摘する批評家もいる129）。また，中国は宇宙
空間での軍事競争を始める意図はなく，アメリカに対して軍拡防止の交渉を推し進めていく思惑がある
のではないかという上海国際問題研究所主任の見解もある130）。『国家宇宙政策』の中で，宇宙軍拡に対
するアメリカの姿勢が顕著となって現れたことに業を煮やした中国が，アメリカに圧力をかけてきたと
考えることもできよう131）。
　中国がこの時期に実験を実施した真の理由は，本当のところは定かではない。ただ，いかなる理由が
あるにせよ，大量のスペース・デブリが長期にわたって地球周辺の軌道上を周回することになるような
行為は許されるものではない。もっとも，この実験によって，衛星の意図的な破壊に対する国際社会の
関心が高まったことは確かである。いずれの国家も，今後このような実験を行うならば，国際社会から
の批判を受けることを覚悟しなければならない。その意味で今回の実験によって，軍事目的による宇宙
空間における意図的な衛星の破壊は，事実上禁止されたといえるであろう。
　今回の実験に対して，法的にいかなる批判が可能であったのか。ASAT実験を実施したことも意図的
に衛星を破壊したことも，それ自体は必ずしも宇宙条約に明白に違反しているとはいえないと言わざる
を得ない。軍事的側面からも，宇宙条約の締約国は宇宙空間において ASATを含めた軍事的な利用を行
うことができ，その点においても問題はなかった。唯一批判が可能であったとすれば，国際的協議が開
催されなかったことであろう。その理由としては２つ考えられる。まず第１に手続が不十分な点であ
る。しかし，手続が不明瞭であるからといって，何ら協議のイニシアチブもとらなくてもいいというこ
とにはならない。この問題の解決策として，付属の議定書を採択して事前通報の制度を設けたり，事前
に同意があれば，採択された決議に法的な拘束力を認めることができるなど，協議制度のシステムを充
実させていくことが考えられる。また，過去の慣行にならったともいうことができる。今まで自爆を含
めて意図的な破壊が行われることがあっても，協議が開催されたことはない。しかし，ここ数年の諸国
中国による自国衛星の破壊と宇宙条約
Page:17無断転載禁止　
阪南論集　社会科学編 Vol. 43 No. 2
76
のスペース・デブリに対する関心の高さと，現実に周回している物体の量からすれば，何らかのアプロ
ーチをとる必要があったと思われる。
　批判の対象は中国ばかりではない。アメリカもまた，非難されるべきであろう。アメリカは，実験失
敗を含めて，中国が ASAT実験を行うことを事前に察知していた。第９条第４文に基づいて，アメリカ
は協議開催の要請もできたが，実際は行わなかった。これはあくまで権利であり義務ではない。そのた
め，アメリカは単に権利を行使しなかったとして問題をかたづけることもできる。しかし，今後の宇宙
活動に及ぼす影響を考慮すれば，実験後に懸念を伝えるのではなく，開催が実現したかどうかは別にし
て，実験の前に協議の開催を要請すべきであった。
　宇宙物体の打上げが行われて以降，カタログに載った物体の数は右肩上がりで上昇し続けてきた。こ
れまでカタログに登録されているスペース・デブリの数が１万個を超えることはなかったが，この実験
を境に１万個の大台を超えたのであるから，その意味でも印象深い実験になった。2007年３月28日時点
のカタログに載っている中国の物体の数は1565個で132），その約３ヶ月後の７月４日現在では2296個133）
とその数は増加している。少なくとも実験後３ヶ月の時点では，この実験によって生じたスペース・デ
ブリに対しては，自然浄化の働きが十分に作用していないことがうかがえる。宇宙環境の観点から特に
考慮されるべきことは，カスケード効果の影響によって軌道全体が使えなくなる事である134）。今のと
ころそのおそれはないようであるが，今後の宇宙空間の利用方法次第では，状況は一変することもあり
得る。
　現行の国際宇宙条約の規定では，スペース・デブリ問題への取り組みに限界があることは認めざるを
得ない。今後，特定の軌道に限らず，地球の周辺軌道そのものが自由に利用できなくなる前に，諸国の
宇宙環境に対する関心がさらに高まることを期待したい。
注
１）例えば，志方俊之「中国の衛星攻撃兵器開発が意味するもの」『世界週報』第88巻第７号（2007年２月20日）43
ペ ー ジ。Marc Kaufman and Dafna Linzer, China Criticized for Anti-Satellite Missile Test,  Washingtonpost.com, 
January 19, 2007. at http://www.washingtonpost.com/wp-dyn/content/article/2007/01/18/AR2007011801029_2.
html.
２）発見者の名前をとって，ケスラー・シンドロームと呼ばれることもある。これは，スペース・デブリの密度があ
る値を超えると，今後新たな打ち上げを行わなくとも，相互に衝突することによってスペース・デブリの数が自
動的に増加する現象のことをいう。なお，高度1000キロメートルと1500キロメートルでは，すでにこの臨界密度
を超えているという。戸田勧・八坂哲雄・小野田淳次郎・鈴木良昭「スペースデブリ問題の現状と課題」『日本
航空宇宙学会誌』第41巻第478号（1993年）２ページ。
３）国連事務総長に登録されたこの衛星に関する内容については次の国連文書を参照。U.N. Doc. ST/SG/SER.
E/359, 24 August 1999, p. 3.
４）Wang Ting and David Wright, Debris from China’s Energy Anti-Satellite Test, May 2007, at http://www.ucsusa.org/
global_security/space_weapons/debris-from-chinas-asat-test.html.
５）カタログに記録されている物体は，観測ネットワークが常時追跡可能で，かつ，打上げ国，打上げ日時が特定で
きたものに限られ，安定した追跡が困難な小さなものは含まれない。戸田ほか「前掲論文」（注２）２ページ参
照。
６）The NASA Orbital Debris Program Office,“Detection of Debris from Chinese ASAT Test Increases; One Minor 
Fragmentation Event in Second Quarter of 2007,”Orbital Debris Quarterly News, Vol. 11, Issue 3, July 2007, p. 1, at 
http://www.orbitaldebris.jsc.nasa.gov.
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９）T. S. Kelso, Chinase ASAT Test, at http://celestrak.com/events/asat.asp/
10）平均的なタイプの大きさの衛星で，自然浄化の作用によって地球に再突入するのに費やされる時間は，高度200
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11）The NASA Orbital Debris Program Office, supra note 6, p. 2.
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html#6-B/  この他 Aviation Week を参照，at http://www.aviationweek.com/aw/ 
13）加藤明「スペースデブリ発生防止技術と宇宙機の設計標準」『計測と制御』第41巻第８号（2002年）570ページ表
１「デブリの発生源別分類」参照。なお，IAAの説明によれば，意図的な破壊は国家の安全保障に関連するもの
と考えられると説明されており，実際はそのほとんどが，国家の機密保持のための爆破と思われる。See 
International Academy of Astronautic, Position Paper on Space Debris Mitigation (2005), p. 14.
14）Howard A. Baker, Space Debris: Legal and Policy Implications (1989), p. 5.
15）1995年の段階では，意図的なものが38％，推進関連のものが36％，不明が22％そしてシステム関連が４％であっ
た。See Office of Science and Technology Policy, Interagency Report on Orbital Debris (1995), p. 13, at http://www.
sncallisto.jsc.nasa.gov/IRA/toc.html.
16）最近では，ブレークアップの原因における意図的な破壊の占める割合は減少傾向にあり，推進関連が一番の原因
となっている。See Orbital Debris Program Office, History of On-Orbit Satellite Fragmentation, 13th edition (May 
2004), pp. 7-8.
17）Committee on Engineering and Technical Systems, Orbital Debris: A Technical Assessmemt (1995), p. 25.
18）Orbital Debris Program Office, supra note 16, p. 232.
19）Ibid., p. 368.
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